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論文審査委員 
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主査 早稲田大学・教授 柏 雅之 農学博士 東京大学 環境経済学 
副査 早稲田大学・教授 天野正博 農学博士 東京大学 資源管理学 
副査 早稲田大学・教授 三浦慎悟 理学博士 京都大学 動物行動学 
副査 東京農工大学・名誉教授 淵野雄二郎 博士（農学） 東京農工大学 農業経営学 
 
論文審査委員会は、小川真如氏による博士学位論文「水稲の飼料利用の展開構造」について公開
審査会を開催し、以下の結論を得たので報告する。 
 
公開審査会では、まず申請者から博士学位論文について30分間の発表があった。 
 
1 公開審査会における質疑応答の概要 
申請者の発表に引き続き、以下の質疑応答があった。 
 
1.1 本研究のテーマである耕畜連携システムの存立条件となっている現行の手厚い補助制
度の廃止時の影響について質疑があった。 
質疑に対して、申請者は申請論文に記載された分析結果に基づき応答を行った。堪水田利
用（飼料稲）から非堪水田利用に転換された場合の環境的便益（多面的機能：外部経済効果）
の損失が単位面積（10a）当たり約 10万円と経済評価されることや、備蓄米制度を考慮する
と単位面積当たり最低約 10 万円の財政負担までは国民的合意が得られる可能性のあること
をベースに、新たな支援制度を再構築しえることを説明した。 
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1.2 結論部に関して以下の類似の質疑が出された。水稲とそれ以外の転作という土地利用
の差異に踏み込んで言及し、前者の飼料利用がより合理性をもつ点について指摘すべきで
はないか。②飼料用素材以外のメリットについて言及すべきではないか。 
これらに対して以下の応答がなされた。短期的にみれば、生産条件不利性の要因である
畦畔除去等を行い牧草等の粗放的土地利用に転換させることも考えられる。しかし本研究
では第１章で、多面的機能（環境便益）について湛水田利用と非湛水田利用とを比較する
と単位面積（10a）当たり約 10万円の差異があると試算した。したがって長期的にみれば、
食料安全保障を含む水田の多面的機能を重視するのであれば、質疑内容にある“合理性”
や“メリット”に対する答えとなりうると考える。しかしそれが結論部分にしっかり十分
に結び付けられていなかったため修正したい。 
 
2 公開審査会で出された修正要求の概要 
2.1 博士学位論文に対して、以下の修正要求が出された。 
2.1.1から 2.1.3までは「研究視点の拡大」に関する要求であり、2.1.4から 2.1.6までは「結
論部のまとめ方」に関する要求である。 
2.1.1 世界的な穀物価格高騰潮流下での国際的な飼料市場の状況、飼料用水稲生産が生産者
に与える影響についてさらなる検証が必要である。 
 
2.1.2 「他用途利用米」「新規需要米」等々の従来の政策や取組みを踏まえて、研究対象
である飼料稲の位置付けをより明瞭にする必要がある。 
 
2.1.3 飼料米と WCS（Whole Crop Silage：発酵粗飼料）の差異を明確にする必要がある。 
 
2.1.4 各分析結果から、結論部分はさらに踏み込んだ内容へと導く再検討が必要である。 
 
2.1.5 将来、飼料用稲生産・利用が拡大した場合に起こりうる現象について言及すべき。 
 
2.1.6 水稲飼料利用について田の畑的利用との比較を含めてさらに深く考察すべき 
 
2.2 修正要求の各項目について、本論文最終版では以下の通りの修正が施され、修正要求
を満たしていると判断された。 
2.2.1 
国内の飼料作生産者の現状が整理され（第1章）、国際的な飼料需給の現状が加筆された
（第4章）。さらに、水稲の飼料利用の拡大が飼料価格の歪みに与える影響について加筆さ
れた（第11章、第12章）。 
 
2.2.2  
「他用途利用米」や「新規需要米」に関する制度・研究の歴史的経過等について加筆・修正
され（第 2章）、飼料用水稲の位置付けがより明確となった。 
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2.2.3 
飼料米とWCSの関する制度・研究の歴史的経過等について加筆・修正され、両者の差異に
ついて改めて整理された（第2章）。 
 
2.2.4および2.2.5 
旧原稿の第 11 章が、結論部を示す第 11 章と、現行施策の課題や筆者の提案を示す第 12
章に分割された。旧原稿の結論部（第Ⅲ部）では混在していた結論、現行施策の課題および
考察の内容が再度整理された。さらに、将来、飼料用水稲生産・利用が拡大した場合に想定
される現象について検討・加筆が施された（第 11章、第 12章）。 
 
2.2.6 
結論部（第Ⅲ部）の再整理・加筆・修正がなされ、水稲の飼料利用の独自性が示された。
関連して土地利用の諸外国との比較（第 1章）、追加分析（第 5章）等が加筆され、本論文
全体を通じて、非水田的利用方式にはない水稲の飼料利用の必要性についての論拠が補強さ
れた。 
 なお、これら修正要求とともに、より適切な英文タイトルへの修正や、初出一覧の挿入の
ほか、目次、本文、図、表について改めて修文・校正が施された。 
 
3 本論文の評価 
3.1 本論文の研究目的の明確性・妥当性 
わが国水田作は、WTO 体制下でのグローバリズム進行や労働力脆弱化等の下で近年急激な
構造変動局面に入りつつある。他方、1960 年代の「選択的拡大」政策下でのわが国畜産の
輸入飼料依存体制は依然と継続している。こうした２つの構造的課題の深刻さは指摘されな
がらも、解決の方途は見出されていなかった。本論文は、これまで研究蓄積が少なかった稲
の飼料利用について、その展開の様態と存立条件について解明することを研究目的としてい
る（序章、第 1章）。その解明は上記の２つの構造的課題の解決に対する少なからぬ貢献を
もたらす可能性がある。現在、手厚い政策的支援下で飼料稲生産は大きく進展しているが、
その意味でタイムリーな研究でもあり、今後の政策的インプリケーションも期待される。 
 
3.2 本論文の方法論（研究計画・分本論文析方法等）の明確性・妥当性 
本論文は、方法論としての応用経済学をベースとし、過去の研究では看過されてきた土地
条件（豊度・地形、立地条件等）に着目した分析を行っている。事例分析の対象は、多様な
土地条件の典型的な地域から選定されており、本論文は方法論において明確性・妥当性があ
る。また、方法論としてのこうした経営・経済学の枠では十分に説明しえないとする部分を
カバーしえる方法論の模索の中で現象学に着目し立論を試みた。ただしこれに関しては、分
析本体部分の中心的な分析枠組みとしての位置づけにまではまだ至ってはいない。 
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3.3 本論文の成果の明確性・妥当性： 
本論文では、国土条件に適した畑作物飼料利用が私経済的合理性の下でなされてきた欧米
とは異なり、日本における水稲の飼料利用は、生産費用が割高な主食用米を基準とした財政
負担によって存在する人工的な作物として展開している構造を明らかにした。この成果は、
理論的研究と事例研究から論理的に導かれており妥当性がある。各事例分析からは、土地条
件に応じて飼料用水稲作を独自に意味づけ受容するという展開構造が明らかにされた。多様
な土地条件下にある複数事例の横断的分析や国際的比較に基づく本論文の成果は、国内の単
眼的な個別事例分析に終始してきた既往研究のフロンティアを進めえたと考えられる。また、
分析結果に対する考察や、本論文の全体の結論、現行施策の課題の具体的な指摘について妥
当性が認められる。 
 
3.4 本論文の独創性・新規性：本論文は、以下の点において独創的である。 
現行政策の枠組み下において作目選択は生産者の主体的判断とされるが、本論文では飼料
用水稲の生産・利用に土地条件の関わりを重視する点で独創的である。そして、水田利用形
態の比率や、耕作者の意思が反映される指標「不作付け」に着目している点に新規性がある。
さらに拡大期から数カ年が経過し、かつ全国一律を基本とする制度設計が安定的に講じられ
た事例比較に適した研究期間を設定し、集中的な事例分析を行っている。以上のように独創
性と新規性が認められる。 
 
3.5 本論文の学術的意義・社会的意義：本論文は以下の点において学術的・社会的意義が
ある。 
本論文で示された結果は、手薄であった飼料用水稲に関する基礎的分析のみならず、「稲
作＝主食用米生産」を暗黙の了解としてきた従来の研究蓄積、飼料用水稲に対する単純な理
念論、そして個別事例の分析に留まりがちであった先行研究等に対して、新たな一石を投じ
たものといえる。2018 年には総合的なコメ政策改革がなされようとしている。こうした中
で本論文は、飼料稲に関する制度・政策の改革のあり方に重要なインプリケーションを与え
うる可能性を持つと考えられる。その意味で本論文の成果は社会的にも時宜を得たものとい
えよう。 
 
3.6 本論文の人間科学に対する貢献：本論文は、以下の点において、人間科学に対する貢
献がある。 
 本論文は与件としての国の手厚い支援政策下における飼料稲の展開動向を私経済的に分析し
たものである。他方、その展開は湛水的水田利用がもたらす多大かつ貴重な環境的便益（多面的
機能）の創出を、とりわけ存亡の危機に瀕する条件不利な中山間地域において、また平坦部にお
いても低単収地域や低価格米地域等においてもたらしていることが明らかとなっている。飼料稲
をめぐり、私経済的合理性の分析に止まらず、国民や地域住民に多様な環境便益をもたらし、ま
た衰退地域・コミュニティを守ることにつながりうる広義の便益にまで分析を広め、そこから国
民の税負担の受容可能性に言及している。（内部）経済効果に止まらず環境、地域社会の諸領域
にまで広がる分析のあり方は、こうした学際性を重視する人間科学への貢献を示し得ると考える 
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4 本論文の内容（一部を含む）が掲載された主な学術論文・業績は、以下のとおりである。 
（1）小川真如・淵野雄二郎（2010）「耕畜連携による飼料イネ生産の継続要因と効果：
熊谷市妻沼地区善ヶ島水田転作協議会 20年の軌跡」『農業経営研究』48（3），pp.31-36． 
（2）小川真如（2015）「新規需要米生産による復田の可能性―千葉県香取市農事組合
法人 N営農組合を事例に―」『農業経営研究』53（3），pp.53-58． 
（3）小川真如（2015）「低米価・米低単収地域における飼料用米生産の合理性と展開
可能性―高知県幡多地域の大規模稲作経営の事例より―」『農村計画学会誌論文特集号』
34，pp.309-314． 
（4）小川真如（2016）「農家間交渉による飼料用水稲価格の合意とその特質―埼玉県
美里町産稲発酵粗飼料の価格形成に着目して―」『農業市場研究』25（2），pp.21-27． 
（5）小川真如（2016）「非主食用米生産による耕地利用率向上の実態と課題」『農業
経済研究』88（3），pp.275-280． 
 
5 結論 
以上に鑑みて、申請者は、博士（人間科学）の学位を授与するに十分値するものと認める。 
 
以 上 
 
